
１　地勢【自然環境課】
　本県は、本州中部の太平洋岸に位置し、三河
湾を抱え、伊勢湾及び太平洋に面しています。
県土面積は５，１６５km２で、東西１０６km、南北９４km
にわたっています。
　本県における海岸総延長は約５９８kmで、これ
を区分別に見ると、自然海岸が約３７km（全体の
６％）、半自然海岸が約１２４km（同２１％）、人工
海岸が約４２６km（同７１％）、河口部が約１１km（同
２％）となっています。
　また、本県の河川については、木曽川、庄内
川、矢作川、豊川といった大河川を始め、多く
の川が豊かな水系を作り出しています。
　更に、干潟、藻場に近年関心が集まっていま
すが、自然環境保全基礎調査（第５回海辺調査）
によれば、本県の干潟については、伊勢湾（知
多半島西岸海域）及び三河湾において約２，０６２ha
が確認されています（調査対象となった面積１
ha以上のものの合計。藻場についても同じ。）。
また、藻場については、伊勢湾、三河湾及び遠
州灘（渥美半島南側海域）において約８５９haが確
認されています。なお、本県海域ではサンゴ礁
は確認されていません。

２　植物【自然環境課】
　本県の気候は、太平洋を流れる黒潮の影響を
受けて一般に温暖で、夏期多雨、冬期小雨型と

なっています。こうした気候の影響を受け、植
物区分は大部分が暖帯に属しますが、奥三河山
地の一部が温帯に属します。
　また、本県の植生は潜在的にはほとんどが照
葉樹林帯に属しますが、平野部では古くから宅
地、農地等としての土地利用が進んだため、シ
イ・タブを中心とした自然植生は社寺林などに
わずかに残っているにすぎません。
　一方、丘陵から山地部の多くの部分はスギ及
びヒノキを中心とした人工林となっていますが、
都市近郊の丘陵部を中心にコナラ、アベマキ等
を主体とする二次的植生の森林（二次林）地域
も広く見られ、いわゆる里山を形成しています。
　植物種については、気候条件や地形・地質な
ど本県の多様な自然環境を反映し、シデコブシ、
シラタマホシクサ等の「東海丘陵要素」と呼ば
れる東海地方固有の種も多く、野生状態で生育
する植物全体では約２，７２０種（維管束植物約
２，２２０種及びコケ植物約５００種。移入種等を除
く。）が確認されています。
　自然環境保全基礎調査（第５回植生調査）に
よると、人為の影響を受けた植生（二次林）は
県土面積の１割強、人為的に成立した植生（植
林地）は３割強となっており、植生自然度の高
い自然草原、自然林及び自然林に近い二次林は
２％と非常に少ない状況です。
　また、植生の一定の生態的なまとまりである
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 第１節　環境の状況 

第９章　自然環境

【用語】
自然海岸：海岸（汀線）に工作物が存在しない海岸。
半自然海岸：潮間帯（高潮海岸線と低潮海岸線の間）には工作物がないが、後背海岸（潮間帯の背後にあり、波の影
響を直接受ける陸地）には工作物が存在する海岸。

人工海岸：潮間帯に工作物が設置されている海岸。
自然環境保全基礎調査：自然環境保全法に基づいて環境省が行っている。昭和４８年度を第１回として、以後おおむね
５年ごとに実施されている。平成１７年度からは第７回調査が実施されている。県では、この調査や県独自の自然環
境保全調査の結果等を基に、本県の自然環境の現状把握に努めている。

干潟：干出と水没を繰り返す平坦な砂泥底の地形で、内湾や河口域に発達する。浅海域生態系のひとつであり、多様
な海洋生物や水鳥等の生息場所となるなど重要な役割を果たしている。

藻場：海藻・海草の群落を中心とする浅海域生態系のひとつであり、海洋動物の産卵場や餌場となるなど重要な役割
を果たしている。



植物群落については、環境省の特定植物群落と
して県内９５か所が選定されており、これらの大
部分は、天然記念物、自然環境保全地域、自然
公園区域等の地域に含まれ保護されていますが、
保護規制のない特定植物群落については今後、
対策の検討が必要です。

３　動物【自然環境課】
　本県に生息する動物相は全国的に見て際立っ
たものではありませんが、本県の地形・地質や
植物との関連から希少な動物の生息も少なくあ
りません。
　哺乳類（海生哺乳類を含む）は、県北東部の
山地を中心に７１種の生息が確認されています。
近年の開発などにより、これら哺乳類の生息数
はニホンザル、イノシシ、ニホンジカ等の一部
の種を除き減少しつつあり、生息区域も次第に
三河山間部へ狭められるなどの退行現象が見ら
れます。
　鳥類は、３９８種が観察記録されています。本
県は日本のほぼ中央に位置するため、南方系・
北方系両方の鳥の分布が見られ、庄内川、新川、
日光川の河口干潟、汐川干潟等国内でも屈指の
規模の干潟があり、これらはダイゼン、ハマシ
ギ等多くのシギ・チドリ類の越冬地やアオアシ
シギ、キアシシギ等の渡りの中継地となってい
ます。また、木曽川、矢作川、豊川の河口付近
などはスズガモ、オナガガモなどのカモ類を中

心とした水鳥の大規模な越冬地に、渥美半島、
知多半島、木曽川筋等は国内の主要な渡りの
ルートとなっています。さらに、伊良湖岬はサ
シバの渡りの中継地として知られています。
　平成２２年１月の全国一斉のガン・カモ類の生
息調査によると、県内全域でカモ類１０万８，３６３
羽が観察されましたが、これは全国で観察され
た１７２万６，７３２羽の６．３％を占め、全国第２位の
飛来数でした。
　このように豊かな鳥相を示す本県の状況です
が、その重要な生息地である干潟、自然海岸等
の消失により生息状況への影響が懸念されてい
ます。
　１６種の爬虫類・２１種の両生類についても、哺
乳類・鳥類と同様にその生息地は次第に狭く
なってきています。とりわけ、良好な水環境に
しか生息しないサンショウウオ類や、太平洋側
の自然砂浜海岸でしか産卵できないアカウミガ
メの保全が課題になっています。
　このほか、淡水産魚類５１種、昆虫類約７，６００種、
クモ類５２３種、陸・淡水産貝類１９３種及び内湾産
貝類約３５０種の生息が確認されています。

※各動植物の種数については、以下の資料によ
る。
　「レッドデータブックあいち２００９植物編」（平
成２１年３月発行）、「レッドデータブックあい
ち２００９動物編」（平成２１年３月発行）　 
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【用語】
里山：林学的には農用林を意味しており、農家の裏山の丘陵や低山地帯に広がる薪炭生産、堆肥や木炭の生産、木材
生産など農業を営むのに必要な樹林、奥山に対して農地に続く樹林、容易に利用できる樹林地帯などを指す。この
里山は、昭和３０年代の燃料革命、あるいは土地所有者の高齢化等により利用されなくなり、放置又は開発の対象とな
りやすくなっている。近年、希少種を含む多様な生物の生息生育空間として、また、身近な自然環境の一つとして、
その適正な保全、利用が課題になっている。

植生自然度：人為が加えられている程度に応じて、植生を１０段階に区分したもの。
二次林：伐採後再生した森林など過去に伐採等の人手が加えられ、その影響を受けている森林又は、現在も下草刈り
など継続的に人手が加えられていることにより成立している森林。



１　生物多様性の保全と持続可能な利用
に向けた総合的な取組の推進

【自然環境課】
　１９９２年（平成４年）に採択された生物多様性
条約は、第６条において生物多様性の保全と持
続可能な利用を目的とした国家戦略の策定を各
国に求めています。国では、平成７年に最初の
生物多様性国家戦略を策定し、平成１４年には１
回目の改定を行っています。さらに、その後の
国内外の状況変化に対応し、平成１９年に第三次
生物多様性国家戦略が閣議決定されました。
　また、平成２０年６月には生物多様性基本法が
施行され、生物多様性の保全及び持続可能な利
用についての基本原則を明らかにして、その方
向性を示すことにより関連する施策を総合的か

つ計画的に推進することとしています。平成２２
年３月には、法に基づく初めての生物多様性国
家戦略となる「生物多様性国家戦略２０１０」が閣
議決定されました。
　本県では、昭和４８年に高度経済成長期の乱開
発から自然環境を保護することを目的として
「自然環境の保全及び緑化の推進に関する条
例」を制定しました。この条例は、自然環境保
全地域の指定、大規模な宅地の造成等の規制、
緑化の推進の３つを政策の柱としていました。
　その後、自然環境を取り巻く状況は変化し、
平成１９年３月には愛知県環境審議会から「今後
の自然環境保全施策の基本的な方向」について
の答申がありました。これを受けて、本県では、
生物多様性を施策の基本理念に位置づけ、多様
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 第２節　自然環境保全に関する施策 

図２－９－１愛知県内の自然公園・自然環境保全地域の指定状況



な生物が生息・生育できる生態系ネットワーク
の維持・形成、本県特有の希少野生動植物種の
保護など、新たな政策を追加する条例改正を平
成２０年３月に行いました。
　更に、平成２１年３月には、改正条例を受けて
先導的な施策の行動計画である「あいち自然環
境保全戦略」を策定し、COP１０の開催地にふさ
わしい、生物多様性を機軸とした地域づくりを
推進していくこととしています。

２　自然公園の保護と利用【自然環境課】
（１）自然公園の指定状況
　本県は海岸、島しょ、山地、河川等の優れた
自然の風景地に恵まれています。これらを保護
し、末永く後世に引き継ぐとともに、誰もが野
外レクリエーションを楽しみ、動植物や地質な
どの自然を学ぶことができるように指定された
地域が自然公園です。
　自然公園は、土地の管理権を有することなく、
環境大臣又は県知事が指定し、一定の公用制限
のもとで風景の保護を図るという「地域制」の
公園です。地域内では林業や農業が営まれてい
るなど、自然公園であると同時に産業の場であ
り、生活の場にもなっています。
　県内には自然公園法に基づいて四つの国定公
園が、また、愛知県立自然公園条例に基づいて
七つの県立自然公園が指定されています。（図
２－９－１）
　本県の自然公園の陸域総面積は８８，８３８haで、
県土面積の１７．２％を占めており、これは全国平
均の１４．３％を上回っています。
　これらの自然公園は、昭和３３年から４５年にか
けて指定され、公園ごとに定められた公園計画
により管理しています。また、土地利用状況の
推移等を踏まえて自然公園の区域及び公園計画
について順次見直しを行い、自然公園の保護及
び利用の適正化を図っています。
　
（２）自然公園の管理
　ア　風致景観保護のための行為規制
　自然公園の優れた風景地を保護するため、公
園計画に基づきその区域内に特別地域及び特別
保護地区（県立自然公園は特別地域のみ）を指
定し、地域内の風致や景観を損なう現状変更行
為等を規制（許可制）しています。その他の区

域は普通地域として公園の風景に支障を及ぼす
おそれのある一定規模以上の行為を規制（届出
制）しています。公園内における自然公園法又
は愛知県立自然公園条例による行為許可、届出
の処理件数は、平成２１年度は計１，１１２件で、前年
度の９８２件と比べると増加しています。
　また、開発面積が、特別地域においては１ha
以上、普通地域においては１０ha以上になる大規
模な開発行為については、事業主体の責任にお
いて事前に学識者による自然環境の実態やそれ
に及ぼす影響等の調査を実施させて、自然公園
の保護を図っています。
　なお、クリーンエネルギーとして近年注目さ
れている風力発電施設の設置については、新た
に審査基準を設け、野生動植物の生息・生育、
その他の風致又は景観の維持上重大な支障を及
ぼすおそれがないかを審査し、許可又は届出の
受理をしています（国定公園では平成１６年４月
１日、県立自然公園では平成１６年６月１日から
適用）。

　イ　自然公園施設の整備
　自然公園資源を生かし、人々が自然に親しみ
利用し、保健、休養に資すること及び自然保護
に対する認識を深めることを目的として、県で
は面ノ木公園施設を始めとする３つの自然公園
施設や総延長２１１km（県内）の東海自然歩道を
設置しています。
　これらの施設について、標識、便所、休憩所
などの整備・修繕を順次進めています。平成２１
年度は、主に面ノ木公園施設についての再整備
を行いました。なお、清掃や除草等の維持管理
については、地元市町等に委託しています。
　また、人々の自然への理解を深めることを目
的として環境省が主唱する「全国・自然歩道を
歩こう月間」（毎年１０月）に合わせ、県では「全
国・自然歩道を歩こう大会　愛知県大会」を愛
知県ウオーキング協会と共催で実施しています。
平成２１年度は犬山市内約９kmのコースで開催
しました。

３　自然環境保全地域の保全【自然環境課】
（１）自然環境保全地域の指定及び現況
　優れた自然環境を保全するためには、開発の
影響を受ける前に先取的に保全を図ることが肝
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要です。こうした趣旨から、県では自然環境の
保全及び緑化の推進に関する条例に基づき、優
れた自然環境を有する地域を自然環境保全地域
として指定し、その保全に努めています。平成
２２年４月には、名古屋市の東谷山及び豊根村の

砦山を県内１４、１５番目の自然環境保全地域に指
定しました（「クローズアップ」参照）。
　今後も、県内の優れた自然環境を有する地域
を自然環境保全地域に指定し、適切な保全を
図っていくこととしています。　 
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自然環境保全地域を新たに２地域指定しましたクローズアップ

　本県では、これまでに１３か所を自然環境保全地域に指定してきましたが、平成２２年４月２日
付けで�東谷山（名古屋市守山区）及び�砦山（豊根村）を新たに自然環境保全地域に指定し
ました。

　１　東谷山自然環境保全地域
　名古屋市の東北部と瀬戸市との境界にある東谷山の北部の斜面には、愛知県の平地の天然
植生であるスダジイ林の規模の大きな群落が残され、林内にはニホンリスやムササビといっ
た希少な動物が生息しています。
　また、東谷山内の湿地には東海地方の固有種であるシデコブシの群落のほか、シラタマホ
シクサ、サギソウ等が生育しています。
　このように大都市に近接した位置にありながら、東海地方固有の植物群や希少な動物が棲
むなど、極めて良好な自然が残されています。

　２　砦山自然環境保全地域
　茶臼山の南東部に位置する砦山は、古くから伝説の地として神聖視された結果、人の手が
入ることが少なく、尾根部にはモミ・ツガ・ヒノキの巨木が、中腹から河岸にかけてはイヌ
シデやアカシデ、コナラなどからなる自然林が残されています。
　また、ニホンジカやノウサギのほか、カジカガエルといった希少な動物が生息しています。

東谷山全景 シデコブシ

砦山全景 自然林（河岸部）



（２）自然環境保全地域の維持管理
　自然環境保全地域を適切に保全するためには、
人為的改変を極力防止するとともに生態学的な
見地から保全を図らなければなりません。こう
した趣旨に沿って、県では次のような方策によ
りその維持管理に努めています。

　ア　保全事業等の実施
　良好な自然環境を保全するための巡視歩道の
補修、除草等の維持管理を実施しています。

　イ　監察の実施
　県、地域環境保全委員が地元市町村の協力を
得て、監察、巡視等を行い環境破壊の防止に努
めています。

　ウ　追跡調査の実施
　動植物及び地形・地質の学識者で構成する県
環境審議会専門調査員による追跡調査（現地確
認調査）を定期的に実施し、生態学的見地から
の環境変化のチェックをしています。
　平成２１年度は、伊熊神社社叢、白鳥山、山中

八幡宮の３地域で追跡調査を実施しました。

４　生態系の保全
（１）生態系ネットワークの形成
【自然環境課】
　生態系ネットワークの形成とは、野生生物の
生息・生育に必要な森や水辺等の多様な環境を、
一体的に保全しようとするものです。
　野生動植物の生息・生育環境を保全し、将来
にわたって生物多様性が確保されている県土づ
くりを進めていくためには、保全すべき自然環
境や優れた自然環境を有している重要な地域
（＝コアエリア）を核として、これらを緑地や
水辺などによって有機的につなぐことにより、
生態系ネットワークを形成していく必要があり
ます。
　本県では、平成１９年度に「生態系ネットワー
ク形成検討調査」を実施し、本県を奥山、里地
里山、平野及び沿岸域の４つの地域に分け、そ
れぞれの地域の特性を踏まえて、ネットワーク
の核となるコアエリアを抽出するとともに、コ
アエリアをつないで重点的にネットワーク形成
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図２－９－２　県土レベルの生態系ネットワーク形成のイメージ



を推進すべき軸として、「あいち里山」「知多半
島・尾張南部」「渥美半島・東三河」「環名古屋」
の４つのネットワーク軸を示しました（図２－
９－２）。

　また、平成２１年３月に策定した「あいち自然
環境保全戦略」において、生態系ネットワーク
形成を行動計画の重要な取組に位置づけ、積極
的に推進していくこととしています。　 
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生態系ネットワーク形成モデル事業を推進しています
�知多半島を対象に生態系ネットワーク形成
 協働ロードマップを作成�

クローズアップ

　生物多様性を守るためには、優れた自然環境を
有している重要な地域を核として保全するととも
に、これらを緑地や水辺などによってつないで生
きものが円滑に移動できるようにする「生態系
ネットワーク形成」が重要です。
　このため、知多半島をモデルに、生態系ネット
ワークの形成をどのように進めていったら良いの
か、地元の日本福祉大学や知多自然観察会などと
検討を重ね、平成２２年３月６日（土）に日本福祉
大学半田キャンパスで開催された「里なび研修会
in愛知」（主催　環境省、共催　日本福祉大学　愛
知県）において、「知多半島生態系ネットワーク形

「里なび研修会ｉｎ愛知」で福田准教授（日本福祉大学）
が協働ロードマップを発表

成協働ロードマップ」を発表しました。
　今後は、この協働ロードマップに基づいて、NPO・住民、企業、行政、学識者との協働体制
を構築し、協働ロードマップに掲げた「ごんぎつねと住める知多半島を創ろう」を目標に、生
態系ネットワーク形成に向けた取組を進めていきます。



（２）「生態系保全の考え方」の策定
【自然環境課】
　希少種の保全のためには、特定の地域におけ
る個別種の保全のみでは不十分であり、希少種
の生息・生育環境により分類された生態系を単
位として、保全策を講じていく必要があります。
　このため県では、保全すべき生態系を「里山」、
「沿岸域」、「湿地・湿原」及び「奥山」の４つ
に区分し、平成１３年度以降順次、生態系ごとに
保全の考え方を策定しました。

（３）希少種保護のための種と保護区の指定
【自然環境課】
　本県では、平成２０年３月の自然環境の保全及
び緑化の推進に関する条例の改正により、希少
な野生動植物の保護を図るため、絶滅のおそれ
のある種の中でも特に保護の必要がある種を、
指定希少野生動植物種に指定して捕獲や採取等
を規制することや、特に生息・生育地の保全を
必要とする種については、生息地等保護区に指
定することにより環境改変行為や立ち入り等の
規制を行うことなどを新たに定めました。
　指定希少野生動植物種については、平成２２年
３月に１１種を指定しました。（「クローズアッ
プ」参照）。今後、生息地等保護区についても指
定を行い、希少野生動植物の保護を図っていき

ます。

（４）レッドデータブックあいちの作成
【自然環境課・環境調査センター】
　メダカやゲンゴロウなど、かつては身近に見
られた生き物や湿地・湿原や干潟など限られた
環境にしか生きられない生き物など希少な野生
動植物を絶滅させないためには、絶滅のおそれ
のある種の生息・生育環境を的確に把握し、保
全策を講じたり、希少な動植物の保全について
の県民の理解を深める必要があります。
　そこで、絶滅のおそれのある野生動植物の県
内の生息・生育環境を把握・整理し、これらの
種の適正な保全施策を推進するため、平成２１年
３月にレッドデータブックあいちを改訂し、
「絶滅のおそれのある愛知県の野生生物－レッ
ドデータブックあいち２００９の概要－」を作成し
ました。また、平成２２年３月には「レッドデー
タブックあいち２００９概要版」を作成しました
（「クローズアップ」参照）。
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面の木峠ブナ林

表２－９－１　「生態系保全の考え方」等の策定状況
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指定希少野生動植物種を指定しましたクローズアップ

　本県では、自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例に基づく指定希少野生動植物種を平
成２２年３月３０日付けで指定しました。
　指定希少野生動植物種は、県内に生息又は生育する絶滅のおそれのある種のうち特に保護を
図る必要があるもので、今回初めて動物７種、植物４種の合計１１種を指定しました。
　指定された種の生きている個体（卵、種子を含む）を捕まえたり採ったり、殺したり傷つけ
たりする行為は条例により原則として禁止されています。また、条例に違反して捕獲などを
行った種の個体や、骨、皮、葉、花などの器官を譲り渡したり譲り受ける行為も禁止です。
　なお、学術研究や生息生育状況調査等の目的で指定された種の捕獲・採取などを行う場合は、
知事の許可を受ける必要があります。

アカウミガメ（写真提供：豊橋市）

ハギクソウ



（５）移入種対策
【自然環境課】
　人為的に海外から持ち込まれた外来生物の一
部のものは、在来種の圧迫や在来の近縁な種と
の交雑などにより生態系をかく乱したり、人の
生命又は身体への影響を及ぼしたりすることか
ら、平成１７年６月に特定外来生物による生態系
等に係る被害の防止に関する法律（外来生物法）
が施行されました。このことから、本県では、
法律の規制内容や被害の予防方策の周知と啓発
に努めるとともに、特定外来生物の生息状況等
の把握に努めています。
　また、平成２０年３月に自然環境の保全及び緑
化の推進に関する条例を改正し、人為的に移入
された動植物の種のうち地域の生態系に著しく
悪影響を及ぼすおそれのあるもの（以下「移入

種」という。）の公表を行うことを定めました。
　この移入種については、平成２２年６月に１１種
を決定し、公表しました（「クローズアップ」参
照）。今後も、県民への情報の提供を行うこと
で、県内の移入種における被害の予防方策の周
知と啓発に努めていきます。

５　野生鳥獣の保護管理
（1）鳥獣保護事業【自然環境課】
　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律に
基づき、鳥類、哺乳類に属する野生動物の捕獲
は原則として禁止され、その保護が図られてい
ます。
　県では、鳥獣の保護を推進するため、国の基
本指針に即して現在、第１０次の鳥獣保護事業計
画（計画期間：平成１９年８月１日から平成２４年
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「レッドデータブックあいち２００９概要版」を作成しましたクローズアップ

　本県では、平成２２年３月に、「レッドデータブックあいち２００９」の概要版である「絶滅のおそ
れのある愛知県の野生生物　レッドデータブックあいち２００９の概要」を作成しました。
　本概要版では、レッドデータブックあいち２００９掲載種１２０８種（植
物６８０種、動物５２８種）のうち、代表的な１３１種（植物４２種、動物８９
種）について、植物は生育環境別、動物は分類群別に美しいカラー
写真を掲載し、わかりやすく紹介しています。
　本概要版により、多くの方に本県の自然環境及び野生動植物への
理解と認識を深めていただくとともに、県内各高等学校にも配布し
ていることから、生物多様性を学習するための素材としても活用し
ていただければと考えています。
　なお、本概要版は、レッドデータブックあいち２００９本編と同様に、
愛知県環境部ホームページ「あいちの環境」上で閲覧・ダウンロー
ドが可能です。
　（http://www.pref.aichi.jp/kankyo/sizen-ka/shizen/yasei/rdb/index.html）

【代表的な特定外来生物】

アライグマ オオクチバスカミツキガメ

写真提供　財団法人自然環境研究センター
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生態系に著しく悪影響を及ぼすおそれのある移入種を
公表しました

クローズアップ

　本県では、自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例に基づき、平成２２年６月に、生態系
に著しく悪影響を及ぼすおそれのある移入種として１１種を決定し、公表しました。
　この公表種の生きている個体をみだりに放ち、又は植栽し、若しくはその種子をまくことは
禁止されています。
　なお、どのような動植物でも、野外に放つことにより、生態系に悪影響を及ぼすおそれがあ
ります。
　例えば、環境美化のつもりで行われることのある、ため池や中小河川等へのコイの放流は、
コイが他の魚や貝、水草の食害などをひきおこし、多くの場合それらの生態系に著しい悪影響
を与えます。
　また、クサガメ、メダカについては、観賞用個体を安易に野外に放つことなどにより、近縁
種との交雑等のおそれがあることが指摘されています。

ワニガメ

スクミリンゴガイ（左）、卵塊（右）

キショウブ



３月３１日まで）を策定し、鳥獣保護区等の指定、
鳥獣捕獲許可の許可基準、特定鳥獣保護管理計
画の作成等について定めています。なお、平成
２１年度末の鳥獣保護区等の指定状況は表２－９
－２のとおりです。
　また、鳥獣保護事業を円滑に進めるため、５２
名の鳥獣保護員を県内各地に委嘱し、鳥獣保護
区、休猟区などの管理、狩猟者の指導取締り、
鳥類保護思想の普及啓発、鳥獣関係の諸調査等
を行うとともに、傷病鳥獣の保護に関する相談
委託業務により、８３名の指導獣医が保護指導に
当たっています（表２－９－３）。
　更に、鳥獣を始め野生生物の保護思想の普及
啓発を図るため、野生生物保護実績発表大会を
開催し、平成２１年度は小・中学校５校の中から、
野生生物を知り、親しみ、守る優れた活動を
行った岡崎市立生平小学校を始め２校に知事賞
を授与しています。
　近年、環境学習に対する県民の関心も高くな
り、各小中学校においても野鳥に限らず、様々
な野生生物を環境学習の教材として活用してい
る事例が多く見られることから、従来の「愛鳥
モデル校」の対象範囲を広げるとともに、名称
を「野生生物保護モデル校」に改め、平成２１年

１２月より野生生物の保護活動等に積極的に取り
組んでいる県内の小中学校４３校を「野生生物保
護モデル校」として指定し、指導を行うととも
に普及啓発に努めています。

（２）鳥獣害対策【自然環境課、農業経営課】
　近年、ドバト、カラス等のフンや鳴き声によ
る生活環境の被害、イノシシ等による農作物等
への被害が発生しています。平成２１年度の鳥獣
による農作物被害は約５億５００万円で、その約
６割が鳥類、約４割が獣類によるものです。
　一般的にこうした被害への対策として、追払
いや餌となる物の除去等の防除対策や捕獲許可
を得た上での捕獲などが実施されています。
　本県では、中山間地域の農林業等に深刻な被
害を与えているイノシシ、ニホンザル、ニホン
ジカ、カモシカの４種について、適正な保護管
理を実施するための特定鳥獣保護管理計画を策
定して、対策を推進しています。
　また、農業被害防止のため農耕地への侵入防
止柵の設置等の被害回避対策や、研修会の開催、
鳥獣害対策相談員の設置など、農林水産業者等
への啓発、指導を実施しています。更に、平成
１９年１２月に「鳥獣による農林水産業等に係る被
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表２－９－２　鳥獣保護区等指定状況（平成２１年度末現在）

表２－９－３　野生傷病鳥獣の指導獣医による保護指導実績（平成２１年度）



害の防止のための特別措置に関する法律」が成
立し、市町村は同法に基づき被害防止計画を作
成して主体的に被害防止対策に取り組むことが
可能となり、平成２１年度末に１０市町村で被害防
止計画を作成しています。
　今後は、各市町村における被害防止計画の作
成と同計画に基づく総合的・効果的な取組を推
進していきます。
　
（３）弥富野鳥園の管理・運営【自然環境課】
　弥富野鳥園は、野鳥の生息地の保全と野鳥保
護に関する知識の普及を図ることを目的として
設置され、傷病鳥の保護、野鳥の観察等を通じ
た野鳥の保護思想の普及啓発とともに、園内の
鳥類生息調査、鳥類標識調査の実施など保護管
理から調査研究までの幅広い役割を担っていま
す（表２－９－４）。
　昭和５０年５月の開園以来、毎年多数の人に利
用され、平成２１年度は約６万３，０００人が訪れま
した。４～５月の大型連休、愛鳥週間、夏休み
などには野鳥保護思想の普及啓発事業として、
探鳥会や野鳥写真展などの行事を実施していま
す。
　また、県民から持ち込まれた傷病鳥は保護し、
回復したものは野生復帰させています（表２－

９－５）。
　近年、園内においてカワウが多数生息するよ
うになり、樹木の枯死や他の野生鳥類の生息環
境への影響が危惧されるようになっています。
このため、生息数や営巣数の調査を継続して実
施するとともに、カワウと他の野鳥との共生を
図ることを目的として、防鳥ロープを張るなど
カワウ対策を実施しています。
　
６　緑化
（１）緑化の推進【森林保全課】
　森林や樹木などの緑は、人々に潤いと安らぎ
を与えるとともに、快適な生活環境を構成する
要素として、また、私たちの多様な活動の基盤
として、年々その重要性を増しています。
　このため県では、第４次愛知県緑化基本計画
に基づき、「緑をつくる」、「緑をいかす」、「緑を
ひきつぐ」、「緑とともにいきる」の４つの基本
目標を定め、公園緑地や道路、河川、学校等の
公共施設の緑化、市町村及び民間事業者等の緑
化事業への助成、県民意識の高揚、緑化木の生
産振興等を図り、多様な緑に育まれる豊かなあ
いちを目指しています。

　ア　緑化推進地区における緑化
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表２－９－４　弥富野鳥園の施設概要

探鳥会の様子

表２－９－５　弥富野鳥園における傷病鳥の保護実績（平成２１年度）



【森林保全課】
　緑豊かで快適な都市の生活環境を整備するた
め、昭和４８年に制定した自然環境の保全及び緑
化の推進に関する条例に基づき指定した緑化推
進地区内で緑化推進事業を実施し、地域の緑化
の推進を図っています。
　この事業は、市町村の緑化事業に対して助成
するものです。平成２１年度は、緑化推進事業で
１６か所、約１万９千本の植栽、保存樹木等維持
管理事業で６件の維持管理に助成しました。

　イ　工場緑化【産業立地通商課】
　工場立地法は、工場立地が周辺地域の生活環
境との調和を図りつつ適正に行われることを目
的として、一定規模以上の工場等（特定工場）
の新設・変更をしようとする場合には、事前に
届出を義務付けています。
　県では、この法律の規定により、工場敷地面
積に対し２０％以上の緑地（既存工場の変更の場
合には生産施設面積の増加に応じた緑地）を設
置するよう指導を行っています。

　ウ　道路の緑化【道路維持課】
　道路の“みどり”は歩道やその周辺に緑陰を
つくり、道路利用者や沿道住民に快適な空間を
提供するとともに、親しみと潤いのある道路環
境を創出するために大きな役割を果たしていま
す。
　平成２２年４月１日現在の道路の緑化延長は
７６４kmで、これは道路延長４，６３４kmの１６．５％に
相当します。

　エ　河川の緑化【河川課】
　河川における豊かな生態系と自然景観の創出
を図るため、平成９年度から「水辺の緑の回廊」
整備事業として、治水上支障のない河川沿いに、
地域の人々の参加により植樹を行っています。
　平成２１年度は、逢妻男川で植樹を行いました。
　また、河川の改修に当たっては、河川全体の
自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴
史・文化との調和にも配慮し、河川が本来有し
ている生物の生息・生育・繁殖環境並びに多様
な河川風景を保全あるいは創出するため、「多
自然川づくり」を進めています。

　オ　港湾の緑化【港湾課】
　人々が親しみやすい快適な水辺空間を形成し、
港湾における快適な環境の創出を図るため、臨
海部の特性を活かした海浜緑地の整備を行うな
ど港湾空間の緑化を進めています。

（２）都市づくりにおける緑化推進
【公園緑地課】
　わが国は昭和３０年代以後の急速な経済発展に
伴い、急激な都市への産業と人口の集中が進み、
市街地の過密化や郊外の無秩序な開発をもたら
しました。その結果、都市の緑が減少して身近
な自然が失われました。
　都市における生活環境を潤いと安らぎのある
快適なものにするためには、身近な自然とのふ
れあい、スポーツなどによるリフレッシュ、災
害時の避難空間の確保、さらには景観上の効果
といった緑の効用を再認識し、できるだけ緑を
確保するように努めることが重要です。
　県では平成６年に国が策定した「緑の政策大
綱」に基づき、市町村の「緑の基本計画」策定
を支援してきました。また、都市公園等の施設
緑地の整備、風致地区及び特別緑地保全地区等
の指定による地域制緑地の確保、公共施設の緑
化、さらには住民自身による緑化の推進まで、
それぞれの地域の状況、特徴を生かした公園の
整備、緑地の保全、緑化の推進を総合的かつ計
画的に推進するよう努めており、平成１９年度に
は新しい「愛知県広域緑地計画基本方針」を策
定しました。
　また、平成２１年度から「あいち森と緑づくり
事業」を実施し、都市の緑の保全・創出により
緑のまちづくりを進めています

　ア　都市公園・緑地の整備
　県では、広域的な観点から策定した「愛知県
広域緑地計画」において、平成２２年度を目標年
次として県民一人当たり都市公園面積を１０m２

以上とする整備目標を掲げています。
　平成２１年度末現在の県民一人当たり都市公園
面積は７．２９m２であり、現在、この目標達成を目
指して都市公園整備を進めており、平成２１年度
は、大高緑地、小幡緑地、牧野ヶ池緑地、東三
河ふるさと公園、愛・地球博記念公園、油ヶ淵
水辺公園など県営７公園を整備したほか、市町
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村所管の公園６１か所について整備促進を図りま
した。

　イ　民有地の緑化
　緑あふれる潤いのある街並みを形成するため
には、都市公園等の整備を推進するとともに、
市街地の過半を占める民有地の緑化が重要であ
り、県民の理解と協力を得て、以下の施策によ
りその推進を図っています。

　（ア）緑地協定（都市緑地法）
　良好な環境を確保することを目的として、一
定規模の区域内の土地所有者全員の合意により、
自らの土地に植栽する樹木の種類や場所、垣根
の構造などを定め、市町村長の認可を受ける緑
地協定の締結の促進を図っています（平成２１年
度末：４市１５協定）。

　（イ）都市緑化基金

　県民の手による都市の緑化を推進するため、
市町村都市緑化基金への助成、普及啓発活動、
調査研究を行う「愛知県都市緑化基金」の造成
を推進しています。平成２１年度末の造成額は約
７億９，５００万円です。
　なお、市町村においては、１８市１町（平成２１
年度末）で都市緑化基金が設置されており、県
としてもその設置の促進を図っています。　 
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表２－９－６　都市公園の現況



（３）緑化の推進に関する普及・啓発等
　ア　緑化運動の推進【森林保全課】
　緑豊かで活力のある県土を築くため、（社）愛
知県緑化推進委員会や市町村等と協力して、県
民参加の緑化運動を展開するなど、緑化思想の
普及啓発に努めています。
　平成２１年度は、春の緑化強調期間（４月１日
～５月３１日）及び秋の緑化強調期間（１０月１日
～１１月１０日）を設定し、愛知県植樹祭や各種の
運動を実施するとともに、５月４日のみどりの
日に県民と緑とのふれあいを促進する啓発行事
を開催しました。

　イ　みどりの少年団の育成【森林保全課】
　次代を担う少年少女が、緑に接し、自然に親
しむことを通して、緑の大切さを身をもって体
験するとともに情操豊かな人間に育つよう、
（社）愛知県緑化推進委員会と協力して、みど
りの少年団の育成に努めています。平成２２年３
月末現在、県内では６６団３，９５７人のみどりの少
年団が活動しています。

　ウ　緑化に関する技術・知識の普及指導
【森林保全課】
　緑化を積極的に推進するために必要な知識の
向上を図るため、愛知県緑化センターにおいて、
県・市町村・学校・企業・みどりの少年団及び
一般県民を対象とした緑化研修・みどりの教室・
野外教室等を実施しました（平成２１年度は延べ
７４日、受講者延べ３，１８５人）。また、一般県民が

緑化に関する技術・知識を得られるよう、緑化
相談コーナーを設置して相談指導に当たりまし
た（平成２１年度は相談件数２，０２７件）。
　更に、植木の生産振興を図るため、愛知県植
木センターにおいて、植木生産者・造園業者に
対する技術研修（平成２１年度は延べ７５日、受講
者延べ２，２７４人）、植木生産、植栽維持管理等の
相談に対する指導を行いました（平成２１年度は
相談件数２９４件）。

７　森林・里山・農地の保全等
（１）森林の保全等
　ア　森林の現況【林務課】
　本県の森林面積は約２２万haで、これは県土面
積の約４３％を占めています。森林の分布状況を
見ると、大部分は三河地域にあり、地域別では
尾張地域が約１万９千ha（９％）、西三河地域が
約９万１，０００ha（４１％）、東三河地域が約１０万９
千ha（５０％）となっています。
　また、各地域の区域面積に占める森林の割合
は、尾張地域が１１％、西三河地域が５２％、東三
河地域が６４％となっています。
　なお、過去５年間の森林面積の推移は図２－
９－３のとおりであり、他用途への転用により
減少傾向にあります。

　イ　森林の整備
　（ア）造林・間伐対策の推進
【森と緑づくり推進室】
　森林の持つ機能を高度に発揮させるため、植
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図２－９－３　森林面積の推移（愛知県）



栽から下刈、除伐、間伐などの保育作業に至る
一貫した森林の造成・整備や、森林・林業に親
しみ、快適で安全に自然を享受できるような、
保健、文化、教育的機能を有する森林の整備に
も努めています。
　特に間伐は、造林木の健全な育成に不可欠で、
水源のかん養（森林の土壌の中に水を蓄え、少
しずつ川へ流す働き）や生物多様性の保全、二
酸化炭素の吸収等の公益的機能の高い森林を造
成する上において極めて大切な作業です。
　平成２１年度には、造林補助事業等により
４，６７４haの間伐を実施するなど、森林整備の推
進に努めました。

　（イ）治山事業の推進【森林保全課】
　山地における崩壊地の復旧、荒廃危険地の予
防、森林の持つ水源かん養等の公益的機能の向
上及び生活環境の保全等を図るため、平成２１年
度には９１箇所の治山施設の設置および森林の整
備を公共治山事業により実施しました。また、
小規模な荒廃地の復旧・予防について、単県治

山事業により１２６箇所実施し、森林の保全に努
めました。

　（ウ）水源基金による森林整備の推進
【土地水資源課】
　県では昭和５２年度に、矢作川流域や豊川流域
の関係市町村と協力して、（財）矢作川水源基金
と（財）豊川水源基金を設置し、上流域の水源
林の保全・整備に取り組んでおり、平成１８年度
から２２年度までの５か年を事業期間とする第６
期水源林対策事業を実施しています。平成２１年
度には、上流域の市町村等が実施する間伐（約
７９０ha）や作業路新設などの事業に対して基金か
ら助成しており、その財源の一部を県が負担し
ています。

　（エ）企業の森づくり【林務課】
　県では、平成１９年度から「企業の森づくり」
事業を実施しています。この事業は、県と協定
を締結した企業が県有林で社会貢献活動を目的
とした森林整備・保全活動を行うものです。
　活動の内容は、間伐や枝打ちなど社員による
直接的な森林整備だけでなく、一般県民を対象
とした森林環境に関する学習活動なども含んで
おり、参加者の情報交換や交流を通した、県と
企業の連携による森づくりを目指しています。
　平成２０年度までに４社が活動し、平成２１年度
は新たに３社の企業と協定を締結しました（平
成２２年３月末現在）。

　ウ　森林の開発規制【森林保全課】
　保安林は森林以外への転用を抑制すべきもの
であり、やむを得ない事情がある場合を除いて
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治山事業（北設楽郡豊根村）

表２－９－７　企業の森づくりに関する協定の締結状況



転用は認められません。
　また、保安林以外の森林を開発する場合には、
当該森林の周辺の地域に災害等を発生させるお
それがない適切な開発がなされるよう、１haを
超える開発行為は知事の許可が必要となってい
ます。

（２）里山の保全等【森林保全課】
　里山は、希少種を含む多くの動植物の生息・
生育の場であるとともに、身近な自然とのふれ
あいや環境学習の場としての役割も担っていま
す。
　かつて里山は、薪炭や肥料を得るため利用さ
れることにより維持されてきました。しかし、
化石燃料の普及などに伴い、次第に人の手が入
らなくなり荒廃が進んでいます。
　このため、愛知万博の原点ともいえる「海上
の森」の保全・活用を図るとともに、森林や里
山に関する学習・交流の拠点として、愛知万博
の瀬戸愛知県館を改修した本館と周辺森林内の
遊歩施設からなる「あいち海上の森センター」
を平成１８年９月にオープンし、県民参加のもと、
里山の保全と活用に向けた様々な事業に取り組
んでいます。
　また、「あいち森と緑づくり事業」により、里
山の保全・再生などに取り組む団体の活動を支
援しています。

　ア　あいち海上の森センターでの先導的な取
組の推進

【森林保全課】
　あいち海上の森センターでは、海上の森の保
全を図るため間伐等の森林育成事業や里山整備
事業を実施するとともに、海上の森・里山に関

する展示、調査学習及び里山や自然の情報の発
信を行っています。
　また、里山への理解を深めるため、親子で森
に親しみ、森の手入れを学んでいただく「森の
教室」、里山の管理を体験する「里の教室」、海
上の森をガイドと一緒に散策する「海上の森ツ
アー」などの「海上の森体験学習プログラム」
を実施しています（平成２１年度の参加者１，１０２
人）。
　
　イ　あいち海上の森大学の開催
【森林保全課】
　森林や里山保全の実践者・指導者を育成する
ため、平成２１年７月から１２月までの期間で「あ
いち海上の森大学」を開校しました。（平成２１年
度は「森林再生」「国際交流」「森林・里山環境
教育」の３コース、修了者３１人。）

　ウ　人と自然の共生国際フォーラムの開催
【森林保全課】
　森林・里山に関する国内外の指導者間の交流
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人と自然の共生国際フォーラム



と情報交換を図るため、平成２１年１０月２４日と２５
日、愛知県産業労働センター（名古屋市）等で
「生物多様性から人と自然の共生を考える～森
林・里山にみるいのちのつながり～」をテーマ
に「第３回人と自然の共生国際フォーラム」を
開催しました（参加者約５００人）。

（３）農地の保全等
【農業振興課、農業経営課、農地計画課】
　農地は、食料の生産基盤として大きな役割を
果たしていますが、そのほかにも自然環境の維
持を始め、洪水・山崩れ・土砂流出の防止、水
源のかん養、水質浄化などの様々な機能を有し
ています。特に都市部で生活する人々にとって
は「ゆとり」や「やすらぎ」の場としての評価
も高まってきています。
　このように、農地は多面的な機能を持つこと
から、その保全や有効利用を図っていく必要が
あります。

　ア　農地の現況【農業振興課】
　平成２１年７月１５日現在、本県の耕地面積は
７９，７００ha（うち田４４，９００ha、畑３４，８００ha）で、
農地以外への転用等により、耕地面積は減少傾
向にあります（図２－９－４）。
　
　イ　農地の転用制限【農業振興課】
　秩序ある土地利用を図るため、農地法では農
地を農地以外の用途に転用する場合には、原則
として農林水産大臣又は知事の許可を要するこ
ととして農地の転用を制限しています。特に、
農業振興地域の整備に関する法律により定めら

れた農用地区域内の農地（集団的優良農地、土
地改良事業等の公共投資の対象となった農地
等）の転用は厳しく制限されています。
　農地の転用面積は、平成４年の１，３７６haを
ピークとして減少傾向にあり、平成２１年は
６４９haとなっています。このうち、市街化区域
外の農地を対象とした大臣又は知事による許可
面積は２７３ha（４２％）、市街化区域内の農地を対
象とした農業委員会への届出面積は３４５ha
（５３％）となっています。
　なお、転用用途では、「住宅用地」の割合が最
も多く、４４．５％となっています。

　ウ　環境保全型農業の推進【農業経営課】
　環境の保全と農産物の安全確保を目指す「愛
知県環境と安全に配慮した農業推進計画」を平
成２０年３月に策定し、県、市町村及び関係団体
が一体となって、化学肥料や化学合成農薬の使
用量の低減等に取り組んでいます。
　化学肥料の低減については、長期にわたって
緩やかに肥料成分が溶け出す肥効調節型肥料を
用いた全量基肥施肥技術の開発・普及を進め、
水稲では作付面積の７４％で利用されているほか、
トマト、キュウリ等の施設野菜でも普及が進ん
でいます。化学合成農薬の低減については、病
害虫抵抗性品種の育成・利用、病害虫発生予察
の活用、天敵、性フェロモンの利用等を推進し
ています。
　また、家畜排泄物については堆肥化を図り、
土づくり資材及び化学肥料代替資材としての利
用促進に努めています。
　このような化学肥料・化学合成農薬の低減、
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図２－９－４　耕地面積の推移（愛知県）



有機物による土づくりに一体的に取り組もうと
する農業者を、県では「エコファーマー」とし
て認定・支援しています。

　エ　農地・水・環境保全向上対策の推進
【農業経営課、農地計画課】
　農村地域の農地や農業水利施設等は、農家が
中心となって管理が行われ守られてきましたが、
農家の高齢化や混住化等によりそれらの適切な
保全が困難になりつつあります。また、ゆとり
や安らぎといった県民の価値観の変化への対応
と農業生産全体の在り方について、環境保全を
重視したものに転換していくことが求められて
います。
　このため、本県では農村地域において農地・
水・環境の良好な保全と質的な向上を図るため、
農家だけでなく地域ぐるみで農地や農業水利施
設等を守る取組や農業者による環境負荷低減に
向けた先進的な営農の取組を行う地元活動組織
を支援する「農地・水・環境保全向上対策事業」
を平成１９年度から実施しています。
　平成２１年度は、農家や自治会などで構成する
県内３６５の活動組織が水路の草刈りや泥上げ、
農道沿いの植栽、生き物調査などの取組を行い
ました。

　オ　農業用ため池の保全
【農地計画課】
　農地を潤すために造られたため池は、里山・
里地の水辺景観の形成、多種多様な生物の生息
の場、洪水の緩和など、多面的な機能を県民に
提供しています。ところが都市化による農地の
減少に伴い、ため池はここ１０年ほどの間に６０３
か所（１７％）も減少しています（表２－９－８）。
　そこで、県は「愛知県ため池保全構想」を平
成１９年４月に公表し、ため池の保全により積極
的に取り組むこととしました。
　本構想では、各市町において行政機関・ため
池管理者などで構成する「ため池保全連絡会議」
を設置し、ため池の潰廃などの情報を共有する
とともに、将来にわたるため池の在り方を示す
「ため池保全計画」を策定し、ため池個々の多
面的機能の増進目標を定め、保全を図ることと
しています。
　また、ため池を保全していくためには、市町
や農業関係団体だけでなく、広く県民の皆様に、
かけがえのない地域財産であるため池の多面的
機能を理解していただき、地域ぐるみによるた
め池の保全を図る必要があります。そこで、県
は平成２１年度に「県政お届け講座」として、大
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レンゲ草を用いた環境にやさしい米づくり
（草木みどりサミット（阿久比町））

水路での生き物調査
（沖之島環境保全会（あま市））

表２－９－８　愛知県内の農業用ため池数の推移



府市神池に隣接する小学校全校児童５１６名を対
象に、学校の環境学習と連携し、池の工事に伴
い一時的に学校プールに避難させていた魚を池
に戻す放流イベントを実施するなど、ため池に
関する啓発授業を実施しました。
　さらに、平成２２年度は１０月に愛知・名古屋で
開催される生物多様性条約第１０回締結国会議
（COP１０）に併せ、「ため池が育むいのちと暮ら
し」をテーマに、ため池フォーラムを開催し、
生物多様性の側面からため池の重要性を啓発し
ました。
　
（４）大規模な宅地の造成などの規制
【自然環境課】
　自然環境の保全及び緑化の推進に関する条例
の規定により、自然公園、自然環境保全地域、
特別緑地保全地区等の区域を除いた区域が１ha
を超える大規模な宅地の造成等の行為は、知事
への届出が義務づけられており、自然環境の破
壊の防止及び植生の回復が図られています。平
成２１年度は、４５件の届出がありました。

（５）都市における自然環境の保全
【公園緑地課、都市計画課】
　緑豊かな都市環境の形成を図るためには、公
園整備のように積極的に緑を作り出していくと
ともに、残されている緑を保全することも必要
です。
　県では、樹林・水辺などを公園・緑地区域に
取り込み、保全緑地又は人の利用できる緑地と
して整備を図っているほか、特別緑地保全地区、
風致地区、生産緑地地区の地区指定や保存樹、

保存樹林の樹木指定等の緑の保全のための法制
度を活用するなど、都市計画の観点からの保全
策を進めています。

（６）都市と農山漁村の交流の促進
　ア　地産地消の推進【食育推進課】
　「生産者の顔の見える農林水産物」を求める消
費者の声が高まり、その地域で生産されたもの
をその地域で消費する「地産地消」の取組が広
まっています。また、地産地消は生産地から食
卓までの距離が短く、環境にもやさしい取組と
して注目されています。
　本県では「地産地消」の取組として、平成１０
年度から、地元の農林水産物に関心を持って、
消費者と生産者が「いい友関係」を築き、お互
いに交流を深めたり、積極的に地元の農林水産
物を購入したりして、健康で豊かな暮らしを目
指す「いいともあいち運動」を展開してきまし
た。
　生産から流通、消費等にかかわる方々の「い
いともあいちネットワーク」（７５６会員、平成２１
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ため池に関する総合学習（吉田小学校（大府市）） プールに避難させていた魚を池に戻す作業（神池（大府市））

いいともあいち運動シンボルマーク



年度末）や地元の農林水産物を積極的に利用す
る「いいともあいち推進店」（６９４店舗、平成２１
年度末）の登録を進めています。
　平成２１年度は、「いいともあいち運動」をもっ
と知っていただくよう新たな取組として、県産
農林水産物を使った商品の包装紙にシンボル
マークを貼ったり、県庁食堂や県内企業の社員
食堂において、地産地消メニューの提供やその
日に使っている県産農林水産物を表示したりす
るなどの取組を行い、その輪を広げてきました。
　今後は、これらの取組を更に充実させ、いい
ともあいち運動の認知度向上、県産農林水産物
の利用拡大に取り組んでいくこととしています。
　
　イ　グリーンツーリズムの推進
【農業振興課】
　「グリーンツーリズム」とは緑豊かな農山村地
域において、その自然・文化・人々との交流を
楽しむ、滞在型の余暇活動のことです。
　本県では、農山漁村の風景、人、食、文化な
どと農林水産物を加工する「モノづくり」を一
体的にとらえ、これらを体験･体感する「観光」
を通して、都市と農山漁村の交流を推進してお
り、農林漁業体験施設などの都市農村交流資源
をデータベース化し、それぞれの資源を組み合
わせたモデルルートの作成を進め、ホームペー
ジにより広く紹介しています。

　ウ　エコツーリズムの推進【自然環境課】
　「エコツーリズム」とは、観光旅行者が、動植
物の生息・生育地や、自然環境と深くかかわる
生活文化などの自然観光資源について知識を有
する者から案内又は助言を受け、その保護に配
慮しつつ触れ合い、これに関する知識及び理解
を深めるための活動のことです。
　エコツーリズム推進法（平成２０年４月施行）
及び同法に基づく「エコツーリズム推進基本方
針」（平成２０年６月閣議決定）により、総合的・
効果的な推進が図られています。
　本県では、平成１９年３月に、県民にエコツー
リズムに親しんでもらうことを目的として、市
町村や関係団体の協力を得て「あいちエコツ
アーガイド」を作成し、エコツーリズムの普及・
啓発に努めています。

８　あいち森と緑づくり税
（１）あいち森と緑づくり税の導入
【税務課、森と緑づくり推進室】
　森と緑は、地球温暖化の防止、水源のかん養、
生物多様性の保全、災害防止など多面的な公益
的機能を有しています。県内には、三河山間部
を中心とする森林、名古屋圏を中心とする都市
の緑、その中間に位置する里山と、様々な形で
森と緑が存在していますが、近年の手入れ不足
の森林の増加や都市の緑の減少・喪失に伴い、
その公益的機能の低下が危惧されています。
　県では、森と緑を「県民共有の財産」として
位置づけ、「森林（人工林）」、「里山林」、「都市
の緑」を一体的に整備、保全し、「山から街まで
緑豊かな愛知」を実現するための施策に必要な
財源を確保するため「あいち森と緑づくり税」
を創設することとし、平成２０年２月県議会にお
いて、税を賦課徴収するための「あいち森と緑
づくり税条例」と、使途の明確化を図るととも
に、寄附金を受け入れるための「あいち森と緑
づくり基金条例」が制定されました。
　「あいち森と緑づくり税」は、平成２１年度から
県民・企業の方々に負担いただいています。

（２）あいち森と緑づくり事業
　平成２１年度から導入の「あいち森と緑づくり
税」を活用した「あいち森と緑づくり事業」を
実施しています。

　ア　森林整備（人工林）・里山林整備事業
【森と緑づくり推進室】
　人工林整備では、林業活動では整備が困難な
奥地林や公道・河川沿い等の人工林を対象に間
伐を行い、岡崎市始め８市町村において、奥地
林３４２ha、公道・河川沿い等４１１ha、合わせて
７５３haを実施しました。里山林整備は長期間放
置された都市近郊の里山林を対象として、県営
事業を春日井市始め２市の２箇所、市町村交付
金事業を日進市始め７市町の７箇所、合わせて
９箇所で実施しました。

　イ　都市緑化【公園緑地課】
　都市の緑化を目的とする事業には、市町村が
行う次の４つの事業があります。
　・身近な緑づくり事業：市街地やその近郊で
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既存樹林の保全や新たな緑地の創出を行う
　・緑の街並み推進事業：市街地やその近郊で

民有地の建物や敷地の緑化を行う
　・美しい並木道再生事業：地域の顔となる場

所で美しい並木道を再生する
　・県民参加緑づくり事業：県民参加による樹

林地整備やビオトープづくりなどの緑づく
り活動を支援したり、講師を派遣する

　平成２１年度は、名古屋市、瀬戸市、犬山市を
はじめ県内２１市町に交付金を交付し、県民参加
緑づくり事業では延べ約６千人が、約５万４千
本の植樹を行いました。

　ウ　環境学習の推進等
【環境政策課、森と緑づくり推進室】
　市町村やNPO、地域の団体等が実施する森と
緑の保全活動や環境学習を支援しています。平
成２１年度は４５事業を採択し、水源地の森づくり
や森の体験学習などが実施されました。
　また、普及啓発事業として、公立小中学校の
学習机や椅子に愛知県産材の木材を使用した製
品を導入するのに必要な経費の一部を市町村に
交付する事業である木の香る学校づくり推進事
業を名古屋市始め５市町村で実施し、１，２９０
セットを導入しました。その他、森と緑づくり
体感ツアーの実施、ホームページでの公表、コ
ンビニエンスストアやイベント時のポスター掲
示やパンフレット設置・配布、テレビ・ラジオ・
新聞等各種媒体を利用した広報等により、県民
の方々へ、森と緑の重要性、整備の必要性等に
ついて理解促進のための普及啓発を行いました。

９　景観、温泉、天然記念物等
（１）美しい景観の形成【公園緑地課】
　近年、産業や社会構造の変化に伴い、人々の
生活や景観に対する意識が変わり、地域のまち
づくりに積極的に参加する人々が増えつつあり
ます。また、企業においても、地域の景観形成
への貢献を企業の社会的責任として認識し、緑
化や建築物のデザイン、屋外広告物への配慮等、
景観形成に向けた主体的かつ積極的な取組が始
まっています。
　しかし、まちの様子を見てみると、無秩序な
屋外広告物や、形態や意匠等が不揃いなまちな
み等が見られるところもあり、このような状況
を放置しておくと、地域の魅力的な景観が徐々
に失われてしまうことが懸念されます。
　国は、平成１５年に「美しい国づくり政策大綱」
を策定し、従来の景観形成に対する反省を踏ま
え、良好な景観形成を国政上の重要課題として
位置づけ、平成１６年には、美しい景観・豊かな
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（森の体験学習）

人工林整備事業（公道沿い）



緑の形成を促進するための「景観緑三法」を整
備しました。
　本県は、平成１８年３月に景観形成に関する基
本的な考えを示す「美しい愛知づくり基本方針」
を策定し、同時にその基本理念及び施策の基本
となる事項を定めた「美しい愛知づくり条例」
を制定しました。
　そして、この基本方針を踏まえるとともに、
条例に基づき、美しい愛知づくりに関する施策
の総合的かつ計画的な推進を図るため、「美し
い愛知づくり基本計画」を策定し、総合的な景
観施策を実施しています。
　平成２１年度には、良好な景観形成に関する取
組への支援として、公共事業景観整備指針の運
用の検討、景観シンポジウム、景観出前講座等
の普及啓発活動等を実施しました。

（２）温泉資源の保護と可燃性天然ガスによ
る災害の防止及び温泉の利用

【自然環境課】
　ア　温泉法に基づく許認可等
　温泉法は、温泉を保護し、温泉の採取等に伴
い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止し、
その適正な利用を図ることを目的としています。
このため、温泉の掘さくなどについては、温泉
のゆう出量、温度若しくは成分、その他公益を
害するおそれに関する実地調査や市町村への意

見照会などにより審査し、環境審議会の意見を
聴いた上で許可しています。
　平成２１年度の温泉法に基づく許可件数は、土
地掘削１件、温泉採取３５件、可燃性天然ガス濃
度確認３件、温泉採取のための施設変更２１件、
温泉の利用１３件（保健所設置市の許可件数を除
く。）となっています。

　イ　可燃性天然ガスの安全対策
　改正温泉法（平成２０年１０月１日施行）に可燃
性天然ガスの安全対策が盛り込まれましたが、
改正法施行時に災害防止対策等が必要であった
本県の既存源泉数は１０４源泉でした。
　このうち５５源泉については、可燃性天然ガス
濃度が基準未満であったため、すべての源泉に
おいて知事から災害防止対策は必要ないことの
確認を受け、温泉の採取を行っています。また、
ガス濃度が法の基準を超えた４９源泉については、
すべての源泉で災害防止対策を講じた上で、知
事から温泉採取許可を受けて、温泉の採取を
行っています。

　ウ　立入検査
　源泉及び温泉利用施設について、温泉採取に
伴う適切な災害の防止対策と温泉の適正な利用
がなされているかを、定期的に立ち入って、調
査を行っています（表２－９－９）。　 
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【平成２１年度実施事業】
　○景観シンポジウム
　　　一宮市（平成２１年１０月２３日、参加者１５０名）
　○景観出前講座
　　　西尾市立西尾小学校始め３校（８クラス）

表２－９－９　温泉源泉数



（３）史跡・名勝・天然記念物の保護
【文化財保護室】
　文化財保護法及び愛知県文化財保護条例では、
遺跡のうち歴史上・学術上価値の高いものを「史
跡」として、庭園その他自然風景地のうち学術
上・観賞上価値の高いものを「名勝」として、
動植物・地質・鉱物のうち学術上価値の高いも
のを「天然記念物」として指定し、その保護を
図っています（表２－９－１０）。
　これらの指定文化財については、現状での保
護を原則とし、環境整備や状況調査等を含め、
現状を変更する場合及びその保存に影響を及ぼ
す行為を実施する場合には、あらかじめ文化庁
長官あるいは県又は市の教育委員会の許可を受
けることが必要とされています。
　平成２１年度には、文化庁長官や県教育委員会
の許可による現状変更が４７件（国指定３６件、県
指定１１件）、市教育委員会の許可による現状変
更が４３件（国指定４３件、県指定０件）ありまし
た。
　また、文化財の現状や日常の管理のあり方を
把握するため、県内各地に５８名の文化財保護指
導委員を委嘱し、定期的にパトロールを実施し
てもらうとともに、委員からの報告に基づき適
宜適切な措置を講じています。
　特に、平成２０年度から２１年度にかけて昭和２

年に国の名勝及び天然記念物に指定された木曽
川堤（サクラ）の樹勢調査を実施しています。木
曽川堤（サクラ）は一宮市から江南市にかけて
の９kmにわたるヒガンザクラ・シダレザクラな
どの並木で、樹齢１２０年以上のサクラもあり、老
木化が進んでいるため、今後の維持・保存のた
めの基礎資料を作成しています。

（４）文化財保護に関する普及・啓発
【文化財保護室】
　文化財を保護することは、魅力ある歴史的環
境を創出し、文化的感性豊かな社会を形成する
ことでもあります。このため、文化財保護指導
委員を通じた市町村の保護活動の支援、文化財
の保護事業や啓発活動に努めています。
　平成２１年度には、木曽川堤（サクラ）の樹勢
調査に併せて、文化財を身近なものとして親し
んでもらうために、愛知県立稲沢高等学校の協
力を得て、サクラの観察や簡単な樹木診断作業
を体験してもらう「まもろう！育てよう！木曽
川堤のサクラ」を開催するなど、普及・啓発活
動に取り組みました。
　平成２２年度は、愛知県立稲沢高等学校の協力
を得て、樹勢回復作業等のサクラ保護体験講座
を実施していきます。
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【用語】
温泉：温泉法第２条により「地中からゆう出する温水、鉱水及び水蒸気その他のガス（炭化水素を主成分とする天然
ガスを除く。）で、別表に掲げる温泉又は物質を有するものをいう。」と定義されている。ここでいう別表には、温
度２５度以上、物質には、ガス性のものを除く溶存物質１，０００mg／kg以上など１９物質が掲げられており、これらの一つ
でも該当すれば「温泉」である。

表２－９－１０　史跡・名勝・天然記念物の指定状況
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「まもろう！育てよう！木曽川堤のサクラ」
（自然観察会）

国指定名勝・天然記念物木曽川堤（サクラ）
（一宮市・江南市）


